
日本国憲法施行７０年を迎えての会長声明 

 

２０１７年５月３日、日本国憲法施行７０年を迎えた。日本国憲法は、第二次世界大戦

の反省に基づき、国民主権原理に立脚しつつ、他の世界のいずれの国にも類のない徹底し

た恒久平和主義を採用して、全世界の国民が平和のうちに生存する権利を有することを確

認し、すべての国民に基本的人権を保障した。 

  

そして、日本国憲法第１３条は、「すべて国民は、個人として尊重される」ものとし、

個人の生命・自由及び幸福追求権は「立法その他の国政の上で、最大の尊重を必要とする」

と明記して、「個人の尊厳」こそが、日本国憲法の国の根本原理であることを高らかに宣

言している。 

  

このような日本国憲法は、歴史的に人類が獲得した叡智に基づくものであるとともに、

第二次世界大戦下のわが国において、全体主義がとられ、国民の自由な言論や思想が徹底

的に統制され、多数の国民が戦争に動員されたうえで、破局的な結末を招いたことへの深

い反省に立つものである。 

  

戦後の日本社会においては、このような根本原理が国民の意識や社会へと浸透して定着

した結果、再び戦争の惨禍に見舞われることもなく、平和のうちに繁栄を謳歌することと

なり、国民一人一人の努力と創意工夫によって新たな産業が次々と生み出されて経済発展

を遂げ、学問、科学技術、芸術やスポーツなどの分野においても、輝かしい発展を成し遂

げることとなった。 

  

このような日本国憲法が施行されて７０年を迎え、わが国が平和で実り豊かな国家へと

変貌を遂げた背景には、日本国憲法が果たしてきた役割が極めて大きいものであることを

改めて確認しなければならない。 

  

ところが、政府は、近年、国民の知る権利やプライバシー権という基本的人権を制限す

る特定秘密保護法を成立させ、また、歴代内閣が憲法９条の解釈からは認められないとし

てきた集団的自衛権を閣議決定という密室の判断で一部容認し、さらには、容認された集

団的自衛権を実行させるいわゆる新安保法制までを制定するなど、日本国憲法の根本原理

である恒久平和主義に抵触するような立法を進めており、現在では、思想良心の自由や表

現の自由などの基本的人権を制約するおそれの極めて強い、テロ等準備罪法案（いわゆる

共謀罪法案）の制定を急速に進めている。 

   



今こそ､「基本的人権の擁護と社会正義の実現」を社会的使命として担うわれわれ弁護

士・弁護士会は､改めて日本国憲法が果たしてきた重要な役割を再確認するとともに、主権

者たる国民の自由な表現が保障され、戦争のない平和な社会を維持・発展させるべく、よ

り一層の努力を続けていく所存である。 
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